
福島県の入札制度 

 

公共工事に関わる積算から契約までの事務の流れ・・・・・・・Ｐ１～Ｐ３ 

 

 

福島県の入札制度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ４～Ｐ６ 

 

 

入札制度のメリット・デメリット・・・・・・・・・・・・・・Ｐ７ 

 

 

入札参加者等の選定方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ８～Ｐ９ 

 

 

工事等の請負契約に係る指名競争入札参加者の資格審査 

及び指名等に関する要綱等・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ10～Ｐ16 

 

 

工事費の積算について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ17～Ｐ18 

 

 

談合情報への対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ19～Ｐ24 

 

 

福島県建設工事に係る共同企業体取扱要綱（抜粋）・・・・・・Ｐ25 

 資料１  



公共工事に関わる積算から契約までの事務の流れ

２．計画決定

３．調査

４．設計

５．工法選定

６．発注計画の策定

１．プロジェクト支援
２．計画的な社会基盤整備
４．安全安心や利便性に対する要望、陳情
３．政策課題への対応
　　その他整備の必要性の検討

（調査委託発注）
測量委託、地質調査委託
環境調査委託
既存構造物調査委託

現地踏査等による現
地状況の把握

（実施設計委託）
概略設計に基づく詳細設計。
平面図、縦断図、標準横断図、橋梁設計、トンネル設計、土工計画、一般構造物設計

（概略設計委託）
道路規格、平面・縦断の
線形検討、横断検討、主
要構造物の検討

１．整備の必要性の検討

１．計画評価
２．実現性の検討
　　その他

実施設計に基づき、現
地に適した工法の選定

年間予算、工期、現地条件、工法、施工条件等を勘案して工区割
りを設定

１．地域説明会開催し調査に対する合意形
成
２．関係機関との協議

地域説明会開催し工事に対
する合意形成 用地交渉

１．福島県新長期総合計画
　「うつくしま２１」
２．うつくしま建設プラン２１
３．うつくしま農業・農村振興
　　プラン２１　等
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公表
（参考）
(財)福島県建設技術センターへの発注状況
件数割合：３９９件／２，４３０件＝１６．４％

総合的に
検討

８．数量算定

７．特記仕様書の作成

９．積算

１０．予定価格の作成

１１．業者選定

発注ロットごとの土量、資材
数量等を算出

建設機械種別・規格・組み合わせ、仮設機材、現地設
備、安全設備等の選定

積算する請負工事費
は、労務費、資材費、機
械経費、間接工事費、一
般管理費、と消費税に分
類される。

１．直営
２．建設技術センター
　　等へ委託（特殊工
　　法、複雑性、緊急
　　性等）

（労務費）
毎年１０月に国と県で調査。
労働基準法に基づく賃金台帳と調査票を照合して調査。
雇用契約書、労働条件、職種、作業日報との照合。

（諸経費）
毎年、工種ごと、価格帯ごとに全国規模で抽出し実態調査を行い解
析する。一般管理費については企業の財務諸表に基づく。

（予定価格）
標準的施工能力を有する業者が現場条件に照らし
て最も妥当性のある標準工法で施工する場合に必
要な経費となるよう積算した総額を基に、契約権者
が設定する。
（最低制限価格又は低入札価格調査基準価格）
　契約の内容に適した履行を確保するため、予定
価格の範囲内で設定。
　

工種判別

金額とランク

工事場所・地域

１億円未満　　　公所指名運営委員会で決定
２億円未満　　　公所指名運営委員会、本庁特例指名
　　　　　　　　　　運営委員会（土木、農林）で決定
２億円以上　　　公所指名運営委員会、本庁特例指名
　　　　　　　　　　運営委員会（土木、農林）を経て
　　　　　　　　　　本庁指名運営委員会で決定

指名競争入札の場合

過去の経歴
技術力
主観点
指名停止　等

（資材費）
資材単価が掲載されている物価資料を比較検討し決定。
資料にないものは１０カ所程度の取引事例を実態調査して最も取引事
例の多い現場着単価を採用。
頻度が少ないものは、その都度実勢取引価格を５社以上から見積も
り。

（標準歩掛）
歩掛は、国土交通省、農林水産省、各都道府県等が共同で全国の現
場の実態調査を基に作成。最頻値をもって標準的な数値としたものを
全国共通の標準歩掛としている。
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１２．入札

１３．契約

１４．着工

１５．監督業務

１６．施工段階検査

１７．竣工検査

１８．引き取り

１９．供用開始

２０．維持管理

談合対応マニュアル

着工届け

（決裁権者）
３億円未満　公所長
５億円未満　部　 長
５億円以上　知事（県議会の議決を要す）

低入札価格調査制度調査対象工事については、重点監督を実施

維持管理のしやすい公共物
耐久性のある公共物

ライフサイクルコストの考え方

施工ミス、品質管理ミス等のリスク管
理、
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【福島県の入札制度】

一般競争入札 条件付き一般競争入札

公告 県報に登載 公告 インターネット等で公告

（地域要件等の条件を付ける）

入札説明書等の閲覧 入札説明書等の閲覧

入札参加資格確認申請 入札参加資格確認申請

約60日（標準的な日数） 25日～35日（標準的な日数）

入札参加資格審査 入札参加者資格審査委員会 入札参加資格審査 資格審査委員会

（副知事、土木部長等） （１億円以上：本庁、１億円未満：出先機関）

入札参加資格確認通知 入札参加資格確認通知

入札執行 郵便入札可 入札執行

※予定価格：事前公表

※予定価格：事前公表 ※最低制限価格（入札時ＶＥを除く）

※低入札価格調査制度 ※入札参加数に制限無し

※入札参加数に制限無し ※農林水産部・土木部で試行的に実施(H15.5～）

※対象工事：２４．１億円以上（ＷＴＯ対象） ※対象工事：３千万円以上の橋梁上部工事

・H１５　こまちダム建設（本体）工事　2,362,500千円 　　　　　　　　 ３千万円以上の一般土木工事等から抽出

・H14　滝川ダム本体工事　10,794,000千円 試行実績　H15　29件、H16　46件、H17　83件、H18（予定104件）

　 ・H12 木戸ダム建設（本体）工事　20,632,500千円

４

↓

↓

↓

↓

   ２４．1億円以上（平成18年4月１日～）の建設工事について、工事の概
要、入札参加資格などをあらかじめ公告し、一定の資格要件を満たした者
により入札を行う。

   有資格業者名簿の格付け等級・評点、同種・類似工事の実績、地域要
件などの条件を付して公告し、資格を確認された者により入札を行う。

↓↓

↓

↓

↓

↓



【福島県の入札制度】

公募型指名競争入札 技術評価型意向確認方式指名競争入札

公告 県報に登載 意向確認対象者選考 有資格業者名簿から選考

（有資格業者であることが必要）

入札説明書等の閲覧 意向確認対象者選考通知 ２５社を選定

入札参加申込 設計書等の閲覧

約40日（標準的な日数） 25日～30日（標準的な日数）

施工技術提案審査会 提案された施工技術提案の審査 入札参加申込

本庁指名委員会 審査部会 技術の審査

指名通知 指名委員会 （１億円以上：本庁、１億円未満：出先機関）

入札執行 指名通知

※対象工事：１５億以上２４．１億円未満 入札執行

※予定価格：事前公表

※最低制限価格（入札時ＶＥを除く） ※対象工事：１億以上１５億円未満（一般土木の場合）

※指名業者数１５社（ＪＶ） ※予定価格：事前公表

・H17　会津学鳳（高等学校等建築工事、管理・体育館棟建築）２件 ※最低制限価格（入札時ＶＥを除く）

　 ・H16　平養護学校改築工事　１件、・H15農業研究センター　２件 ※指名業者数１１社（５千万～１億）または１５社（１億以上）

５

↓ ↓

↓

↓ ↓

↓ ↓

↓ ↓

↓ ↓

　　１５億円以上２４．１億円未満（平成1８年4月１日～）の建設工事につい
て、入札参加者を公募し、希望者から、たとえば工事期間を短縮する方法
などの施工するうえでの技術の提案等を求めこれを評価のうえ指名する。

　　２５社をあらかじめ選定し、受注の意向を確認しながら併せて簡易な技
術資料を求めこれを評価のうえ、金額に応じて１１社または１５社を指名す
る。

↓ ↓



【福島県の入札制度】

希望工種反映型指名競争入札 指名競争入札

希望工種申告書提出 毎年度希望する発注機関へ提出 指名対象者選定 有資格業者名簿から

指名委員会 出先機関

指名対象者選定 希望工種申告書の提出者から

指名通知

指名委員会 （１億円以上：本庁、１億円未満：出先機関） 15日～20日（標準的な日数）

15日～20日（標準的な日数） 設計書等の閲覧

指名通知

入札執行

設計書等の閲覧

入札執行

※対象工事：５千万円未満

※予定価格：事前公表

※対象工事：５千万円以上１億円未満（一般土木の場合） ※最低制限価格（入札時ＶＥを除く）

　　　　　　　　５千万円から２億円（建築工事の場合） ※指名業者数　：１０社（１千万～５千万）または９社（１千万未満）

※予定価格：事前公表

※最低制限価格（入札時ＶＥを除く）

※指名業者数１１社（５千万～１億）または１５社（１億以上）

　

６

↓

↓

↓

↓

↓

↓

　　県が対象工事を施工できると認められる資格を満たした業者から、道路
工事など自分が得意とする希望工種と併せて施工実績、技術力等を記載
した申請書等を発注者に対して毎年度申告してもらい、発注者が、申告の
あった者の中から希望工種等を考慮し指名する。

５千万円未満の建設工事については、通常の指名競争入札方式。

↓

↓



入札制度のメリット・デメリット

一般競争入札
一般競争入札は透明性に優れ、発注者の裁量の余地が少ない客観性の高い方式である

が、不良不適格業者の参入を防止しにくく、入札参加者の質を確保することが困難であ
るという問題点がある。
低入札業者が手抜き工事を行う可能性や、設計変更による増額要求が多発する可能性

もある。また、入札参加者多数の場合は、発注者側にとっても入札審査の事務量が増大
する上、工事成績を次回の指名に反映させること等により企業に品質確保のインセンテ
ィブを与えることが困難であるという難点もある。

指名競争入札
指名競争入札は、一般競争入札に比べて良質な業者を選定し得ると言われるが、客観

データのみによって機械的に入札参加業者を指名すると、不良不適格業者が参入しかね
ないともいわれている。
また、業者を指名する基準に発注者の恣意性が入りやすく、入札参加者が限定される

ことによって談合を誘発しやすいという指摘もある。

比 較 表

入札方式 効 果 メリット デメリット

一般競争入札 広 困 困 困 ・広範な参加により、 ・施工能力の劣る業者や
い 難 難 難 競争性が高まり、経 不誠実な業者を排除す

済的な価格で発注で ることが困難。
きる。 ・入札審査等の事務量が

競 発 不 品 ・発注者の恣意性を排 増大する。
争 注 良 質 除しやすい。
参 者 不 確 ・入札談合を行いにく
加 の 適 保 くし得る。
の 恣 格 の

公募型 範 意 業 イ ・「公募型」は、公告後に過去の工事実績や配置
指名競争入札 囲 的 者 ン 予定の技術者等の簡単な技術資料の提出を求

運 の セ め、その技術資料により指名を行う。
用 排 ン

指名競争入札 除 テ ・良質な業者を選定す ・業者を指名する過程で
ィ ることにより、質の 恣意的な運用をする恐
ブ 高い工事を確保し得 れがある。
の る。 ・指名により入札参加者
付 ・次回の指名を目標 が限定されると談合を
与 に、よりよい品質確 誘発しやすい。

保のインセンティブ ・優良だが当該発注者に
を業者に与える。 対する実績がない業者

狭 容 容 容 ・入札審査等の業務が が参加機会を得にくく
い 易 易 易 低減できる。 なる。

（「公共工事における入札・契約方式の課題」大野泰資（会計検査院特別調査職））
（発注者責任研究懇談会「中間とりまとめ」）による

７

入札等制度改革 PT
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入札参加者等の選定方法

指 名 競 争 入 札 一般競争入札

5,000万以上 1億以上 15億以上 3千万以上 24.1億以上
5,000万未満 1億未満 15億未満 24.1億未満 24.1億未満 ＷＴＯ対象

希望工種 技 術 評 価 型 条件付き
従来型 反映型 意向確認方式 公募型 一般競争入札 一般競争入札

起 工 ・ 予 定 価 格 の 決 定※１

入 札 の 公 告※１

有 資 格 業 者 名 簿 登 録 者 入 札 参 加 申 込 入札参加申込
名簿登録者のみ

希望工種申告書提出者

意向確認対象者選定※２
(指名業者数の２～３倍)

入札参加申込

本庁審査部会※3公所審査部会※4提案審査会※5
(入 札 参 加 申 込 書 等 の 評 価 )
(本庁発注) (公所発注)

指 名 業 者 の 選 考 入 札 参 加 資 格 確 認
(本庁発注) (公所発注) ※選考基準 (本庁発注) (公所発注)
本庁の参事が選考 公所長が選考 別 紙

公所指名委員会※6 公所資格審査委員会※6
1億以上 1億未満 1億以上 1億未満

農林水産部・土木部特例委員会※7 農林水産部・土木部資格審査委員会※7
2億以上 2億未満 2億以上 2億未満

本庁指名委員会※8 本庁資格審査委員会※8

資格委員会※9
24.1億
以上

指 名 業 者 決 定 入 札 参 加 者 決 定

指 名 通 知 入札参加資格確認通知

入 札 執 行
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※１ 契約権者が決定する。

公所長 部長 知事

３億円まで ５億円まで ５億以上

※２ 工事執行権者が選考する。

本庁グループ参事、公所長の場合は事前に本庁グループ参事と協議

※３ 本庁審査部会

会長：土木部土木総務領域建設行政Ｇ主幹

委員：土木部各Ｇ主幹（業務担当）のうちから、あらかじめ土木部長が指名する者

※４ 公所審査部会

会長：公所の業務担当部長のうち、あらかじめ公所長が指名する者

委員：公所のＧ課長のうち、あらかじめ公所長が指名する者

※５ 提案審査会

会長：本庁グループ参事（土木部に委託する工事は営繕グループ参事）

委員：施工技術提案に対し的確な意見を提言できると認められる職員の中から、

会長が指名する者

※６ 公所指名委員会（公所資格審査委員会）

・農林事務所

会長：公所長

委員：次長（企画部部長）、企画部副部長、総務グループ課長、農村整備部長、

農村整備部副部長、森林林業部長、森林林業部副部長

・建設事務所

会長：公所長

委員：次長、部長、総務グループ課長、工事担当グループ課長、工事担当土木事務

所長、工事担当土木事務所業務グループ課長

※７ 農林水産部・土木部特例委員会（農林水産部・土木部資格審査委員会）

・農林水産部特例委員会（農林水産部資格審査委員会）

会長：農林水産部長

委員：技監、政策監、各領域総括参事、総務予算グループ参事、農村計画グループ

参事、農村環境整備グループ参事、農業基盤整備グループ参事、森林計画グ

ループ参事、林道整備グループ参事、治山対策グループ参事、農林検査グル

ープ参事

・土木部特例委員会（土木部資格審査委員会）

会長：土木部長

委員：技監、政策監、土木部参事、各領域総括参事、各領域筆頭グループ参事、

建設行政グループ参事、部主幹

※８ 本庁指名委員会（本庁資格審査委員会）

会長：副知事

委員：農林水産部：農林水産部長、技監、政策監、農村整備領域総括参事、

森林林業領域総括参事、農林検査グループ参事

土 木 部：土木部長、技監、政策監、各領域総括参事、建設行政グループ

参事

※９ 資格委員会

会長：副知事

委員：総務部長、農林水産部長、土木部長、出納局長、教育庁政策監、

県警警務部長
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工事等の請負契約に係る指名競争入札参加者の

資格審査及び指名等に関する要綱（抜粋）
（制定昭和52年６月28日総務部長依命通達 平成16年3月16日最終改正）

（指名基準）

第９条 指名競争入札に参加する者を選考し又は決定する場合の基準は、次の各号に掲げ

るところによる。

(1)有資格業者名簿に登録されている者のうち、設計価格が発注の標準となる工事等の

設計金額に対応する等級に属する者のうちから指名する。ただし、必要がある場合は、

別に定める入札参加可能範囲の範囲内における上位又は下位の等級に属する者のうち

から指名することができる。

(2)災害復旧等のため、緊急又は短期間に完成する工事等、特定の機械又は技術を必要

とする工事等その他特に必要と認められる工事等については、前号の規定にかかわら

ず、有資格業者名簿に登録されている者のうちから指名することができる。

(3)前２号の規定に基づいて指名競争入札に参加する者を選考し又は決定しようとする

ときは、次に掲げる事項について留意するとともに、当該会計年度における指名及び

受注の状況を勘案し、指名が特定の者に偏しないようにするものとする。

ア 県告示第59号の第４及び第５に規定する審査基準日（以下「審査基準日」という。）

以降における経営状況

イ 審査基準日以降における工事成績

ウ 当該工事等に対する地域的条件

エ 手持工事等の状況

オ 当該工事等施工についての技術的適正

カ 審査基準日以降における安全管理の状況

キ 審査基準日以降における労働福祉の状況

（指名選考内申）

第10条 工事等執行権者は、工事等の起工が決定した場合において、当該工事等の設計価

格が２５０万円（測量、設計及び調査にあっては１００万円）を超える場合は、前条に

規定する指名基準に基づき、指名競争入札に参加させようとする者を選考し、工事等執

行権者が本庁のグループ参事であるときは、工事等請負業者本庁指名選考内申書（第３

号様式）を当該工事等の予算を主管するグループ参事を経て建設行政グループ参事に、

工事等執行権者が公所長であるときは、工事等請負業者公所指名選考内申書（第４号様

式）を第８条第３項各号の区分に基づき指名選考を内申すべき公所委員会が所属する公

所の総務グループ課長（以下「総務グループ課長」という。）に送付しなければならない。

２ 前項の工事等執行権者が公所長で、かつ、当該工事等の設計価格が１億円以上である

場合において、第１１条第１項の規定に基づく公所指名委員会の審議を経、同条第２項

の規定に基づく総務グループ課長からの通知を受けたときは、当該公所長は、工事等請

負業者本庁指名選考内申書（第５号様式）を作成し、本庁の当該工事等を所掌するグル

ープ参事及び当該工事等の予算を主管するグループ参事を経て、建設行政グループ参事

に送付しなければならない。この場合において、当該工事等を所掌するグループ参事は

その内容について審査し、意見を付するものとする。
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工事等の請負契約に係る指名競争入札参加者の資格審査

及び指名等に関する要綱に基づく基準等（抜粋）

（制定 昭和５２年６月２８日総務部長依命通達・平成１７年２月２４日最終改正）

工事等の請負契約に係る指名競争入札参加者の資格審査及び指名に関する要綱第４条第

２項第２号及び第３項、第９条第１号並びに第１３条第１項に規定する等級別格付基準、

発注の標準となる工事等の設計金額及び入札参加可能範囲並びに指名停止基準をそれぞれ

次のとおり定める。

第１ 等級別格付基準

１ 格付けは、一般土木工事にあっては、Ｓ、Ａ、Ｂ、及びＣの４等級に、建築工事にあ

ってはＡ、Ｂ、Ｃ及びＤの４等級に舗装工事、電気設備工事及び暖冷房衛生設備工事

にあっては、Ａ、Ｂ及びＣの３等級に分けて行う。

２ 前項の格付けは、客観的事項及び主観的事項について次の方法により客観点及び主

観点を算出し、これを合計した総合点を等級別に定めた基準数値に対応させて行う。

(1)客観的事項

「建設業法第２７条の２３第３項の経営事項審査の項目及び基準を定める件（平成

６年建設省告示第１４６１号）」で定めるところの例により客観点を付与する。

(2)主観的事項

ア 工事成績

県告示第５９号の第４に規定する審査基準日（以下「審査基準日」という。）の

直前４年間に発注した県工事の工事種別ごとの工事成績について８６０点からマイ

ナス１３００点の範囲内でそれぞれ主観点を付与する。

イ 工事施工の状況

県告示第５９号の第４の第１号の(1)に規定する年間平均完成工事高について、

工事種別ごとの下請発注比率が５０％以上の場合は、０点からマイナス４０点の範

囲内でそれぞれ主観点を付与する。

ウ 優良工事の有無

審査基準日の直前２年間において優良工事を施工した場合は、当該工事の工事種

別ごとに次の基準によりそれぞれ主観点を付与する。

(ｱ)優良工事の表彰を受けた場合 １件につき２０点（ただし２件までとする。）

(ｲ)福島県優良工事表彰審査委員会における審査に合格した工事（表彰を受けた工

事を除く。）を２箇所以上施工した場合 ２０点

ただし、(ｱ)で付点された場合(ｲ)では付点しないものとする。

エ 国際標準化機構で定める規格ＩＳＯ９０００シリーズ又は１４０００シリーズの

認証の取得の有無

審査基準日において認証を取得している場合は、次の基準により主観点を付与す

る。

ＩＳＯ９００１又は９００２の認証を取得している者 １０点
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ＩＳＯ１４００１の認証を取得している者 １０点

オ 建設業法に基づく処分の有無

審査基準日の直前２年間において建設業法の規定に基づく行政処分を受けた場合

は、次の基準により主観点を付与する。

建設業法第２８条の規定に基づく指示処分を受けた者 －１０点

建設業法第２８条の規定に基づく営業の停止を受けた者

営業停止期間

１月未満 －２０点

１月以上３月未満 －３０点

３月以上６月未満 －４０点

６月以上 －５０点

カ 資格の認定の取消しの有無

審査基準日の直前２年間において県告示第５９号の第３の規定の基づく資格の認

定の取消しを受けた場合は、マイナス５０点の主観点を付与する。

ただし、当該資格以外の工事種別については、マイナス２５点の主観点を付与す

る。

キ 指名停止の有無

審査基準日の直前２年間において工事等の請負契約に係る指名競争入札参加者の

資格審査及び指名等に関する要綱第１３条の規定に基づく指名停止を受けた場合

は、次の基準により主観点を付与する。

指名停止期間

１月未満 －１０点

１月以上２月未満 －２０点

２月以上３月未満 －３０点

３月以上６月未満 －４０点

６月以上 －５０点

ク 指名回避の有無

審査基準日の直前２年間において福島県建設工事等暴力団対策措置要綱第２条の

規定に基づく指名回避を受けた場合は、次の基準により主観点を付与する。

指名回避期間

１月以上３月未満 －３０点

３月以上６月未満 －４０点

６月以上 －５０点

３ 県外に主たる営業所を有する者については、客観点のみにより格付けを行う。

４ 共同企業体については、次の方法により格付けするものとする。

（１）客観的事項審査の特例

ア 経営規模

直前営業年度終了日の直前２年間又は直前３年間の年間平均完成工事高、自己資

本額及び職員数は、各構成員の和とする。

イ 経営状況
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各構成員の経営状況に係る評点の平均値とする。

ウ 技術力

各構成員の技術職員数値の和とする。

エ その他の審査項目（社会性等）

各構成員のその他の審査項目に係る評点の平均値とする。

（２）主観的事項審査の特例

ア 工事成績

企業体としての実績がない場合には、各構成員の平均値とする。

イ 工事施工の状況

各構成員の数値の平均値とする。

ウ 建設業法に基づく処分の有無、資格の認定の取消しの有無、指名停止の有無及び

指名回避の有無

各構成員の数値の和とする。

第２ 発注の標準となる工事等の設計金額 単位：円

業種 土木工事 舗装工事 建築工事 電気設備工事・暖

等級 冷房衛生設備工事

Ｓ ２億以上

5,000 万以上 2,000 万以上 5,000 万以上 1,000 万以上
Ａ 2 億未満

1,000 万以上 300 万以上 1,000 万以上 300 万以上
Ｂ 5,000 万未満 2,000 万未満 5,000 万未満 1,000 万未満

1,000 万未満 300 万未満 300 万以上 300 万未満
Ｃ 1,000 万未満

Ｄ 300 万未満

第３ 入札参加可能範囲

（１）土木工事

区分 2 億以上 5,000 万以上 3,000 万以上 1,000 万以上 1,000 万未満
2 億未満 5,000 万未満 3,000 万未満

Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ

Ａ Ａ Ａ Ａ

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

Ｃ Ｃ
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（２）舗装工事

区分 2,000 万以上 300 万以上 300 万未満
2,000 万未満

Ａ Ａ Ａ

Ｂ Ｂ Ｂ

Ｃ Ｃ

（３）建築工事

区分 5,000 万以上 1,000 万以上 300 万以上 300 万未満
5,000 万未満 1,000 万未満

Ａ Ａ Ａ

Ｂ Ｂ Ｂ

Ｃ Ｃ Ｃ

Ｄ Ｄ

（４）電気設備工事・暖冷房衛生設備工事

区分 1,000 万以上 300 万以上 300 万未満
1,000 万未満

Ａ Ａ Ａ

Ｂ Ｂ Ｂ

Ｃ Ｃ

（注） 表（１） ～（４） については、次の事項の適用があるものとする。

１ 次の要件のすべてを満たす場合には、下位等級業者を直近の上位等級工事に指名する

ことができる。

（１） その者の基準点数に２０％を加算して得た数値が、直近上位の基準点数に達

すること。

（２） 工事成績点が良好であること。

（３） 上位にわたる者の数が、指名総数の２分の１を超えないこと。

２ 次の各号のいずれかに該当する場合には、上位等級業者を下位等級工事に指名するこ

とができる。ただし、（１）のイ本文、（４）及び（５）の場合にはその数は指名総数

の２分の１を超えないものとする。
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（１） 災害復旧工事（公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法第２条第２項に規定す

る「災害復旧事業」に係る工事をいう。）

ア 災害応急工事等緊急を要する工事

イ 応急工事以外の災害復旧工事で入札参加可能範囲内の業者だけでは対応でき

ない場合

この場合において、入札参加可能範囲は、Ｓ等級の業者にあっては設計金額 1,000

万円以上、Ａ及びＢ等級の業者にあっては設計金額 500 万円以上とする。ただし、

大規模災害による災害復旧工事で、上記によりがたい場合には、各工事等執行権

者は、工事等の請負契約に係る指名競争入札参加者の資格審査及び指名等に関す

る要綱第１２条に規定する本庁指名委員会に別途協議するものとする。

（２） 大規模工事の一部施工に係る工事

（３） 特別の設備又は技術を必要とする工事

（４） 特別の事情により、指名対象業者の所在地が限定され、その地域内に入札参

加可能範囲内の業者が不足又はいない場合

（５） 建築物に係る補修工事（附帯する設備工事を含む。）

３ 新規業者（前年度において指名実績のない者）を指名する場合には、原則として設計

金額 1,000 万円以下の工事を対象とする。



等級格付別県内業者数（平成17･18年度有資格業者名簿　基本受付分）

一般土木工事 舗装工事 建築工事 電気設備工事
暖冷房

衛生設備工事

Ｓ
42

(188)

Ａ 231 117 126 64 84

Ｂ 312 171 178 70 230

Ｃ 663 572 195 108 159

Ｄ 331

計 1248 860 830 242 473

※ 一般土木工事における（　）内は、基準点数に２０％を加算した数値が
直近上位の基準点数に達するものを考慮した数値
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工事費の積算について
１ 積算について

工事を発注するにあたり、工事業者を決定するための入札に必要な予定価格の根拠と

なる標準的な請負に付する工事の費用を算出することを積算といい、国土交通省が全国

の実態調査を基に作成した標準積算基準に基づき積算される。標準積算基準とは、積算

の考え方、手法、標準的な歩掛、諸経費などを統一したもの。

請負に付する工事費は、直接工事費と諸経費（②,③,⑤）の合計で算出されるが、標

準積算基準による積算体系は以下のとおり。

①直接工事費（工事数量×単位施工当たり単価で算出）

工事原価 物をつくるのに直接必要な経費

①＋④ 材料費・労務費・機械経費等

単位施工当たり単価

歩 掛 (ア）

労 務 費：労務人数×労務単価(イ)

材 料 費：資材数量×材料単価(ウ)

機械経費：機械の運転時間×機械損料(エ)

②共通仮設費（直接工事費×諸経費率）

現場に共通して必要な経費

例：機械器具の運搬費、安全対策費、

現場事務所、工事の品質管理費

工事価格 ④間接工事費

②＋③ ③現場管理費

請負工事費 （（直接工事費＋共通仮設費）×諸経費）

工事を監理するのに必要な経費

消費税 例：現場従業員の給料・手当、安全

訓練費、各種保険、外注経費

⑤一般管理費等（工事原価×諸経費率）

会社の本・支店での必要経費

例：役員報酬、本・支店従業員の給料・手当、

試験研究費、公共事業としての適正利益

２ 直接工事費の積算について

・ 直接工事費は、物をつくるための様々な工種の費用の合計。

例： 道路工事＝土工＋擁壁工＋排水工＋舗装工＋防護柵工＋標識工

・ 各工種ごとの施工費は以下により計算される。

工種別施工費 ＝ 工事数量 × 単位施工当たり単価

例： （舗装費） ＝（舗装面積○㎡） × （㎡当たり施工単価）

・ 工事数量は、発注単位ごとに図面等からその工事に必要な数量を工種別に算出する。

・ 単位施工当たり単価は、材料費、労務費、機械経費から成り、各々の数量を定めた

ものを歩掛という。

・ 対象となる工種における歩掛の適用に当たっては、現場の条件や作業の効率、経

済性等を総合的に判断し、的確に決定する。
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平均値

(ア)標準歩掛 資

歩掛は、国土交通省、農林水産省、各都道府県等が共 料

同で全国の現場の実態調査を基に作成。最頻値をもっ 数

て標準的な数値としたものを全国共通の標準歩掛とし 必要項目

ている。

【モニタリング調査】 … 毎年、標準歩掛と施工実態に差異がないかのモニタリング調査を実施。

【 施工合理化調査】 … モニタリング調査によって標準歩掛と実態に乖離があった場合は、その

都度、施工合理化調査により見直される。

（平成 18年度 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査 168工種、見直しのための施工合理化調査 14工種）

(イ)労務単価

毎年、各都道府県ごとに国と都道府県等が共同で建設労働者の賃金実態を調査して労

務単価を決定。

【公共事業労務費調査】 … 労働基準法に基づく賃金台帳と照査する方法で労務賃金を調査。

(ウ)資材単価

資材単価は地方によってばらつきがあるため、各都道府県単位に市場価格の実態調査

により最頻値を県内の決定単価としている。主要資材（ｺﾝｸﾘｰﾄ、ｱｽﾌｧﾙﾄ、骨材等）の単

価については東北地方整備局、東北農政局と福島県が共同調査し、県内でも更に細かい

エリアに分けて単価を設定。

【資材価格決定調査】 … 物価調査機関に委託して市場価格を調査。前月との差が５％を超えた

場合にその都度見直される。

(エ)機械損料

施工者が保有する建設機械の基礎価格、標準使用年数、標準使用時間等から機械の１

日当たり損料を全国統一して定めたもの（但し、豪雪地域においては補正有り）。

【承認統計調査】 … 総務省が実施し、この調査結果を基に隔年毎に建設機械等損料見直しを行

っている。

３ 間接工事費の積算について

・ 共通仮設費、現場管理費、一般管理費等の諸経費については、直接工事費、純工事

費（直接工事費＋共通仮設費）、工事原価に各々の諸経費率を乗じて算出している。

・ 諸経費率についても実態調査による標準的な経費によりその率を設定しており、対

象額に応じた率は全国共通となっている。

【間接工事等諸経費動向調査】 … 現場で必要な経費の調査を行う国の実態調査。

【財務諸表による実態調査】 … 一般管理費等については個々の工事からは求めることが出来な

いため、企業の財務諸表に基づいた国の実態調査から決定して

いる。

以上のように、公共工事の積算については、歩掛、単価、諸経費率とも実態調査に基づ

いているため、標準積算基準及び土木事業単価表等に基づいて算出される工事費は、全国

的にみて標準的な価格であり、なおかつ、資材や労務単価など地域の市況実態を反映した

ものとして算出されている。
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○土木工事の積算構成

積算書 【工種毎の施工単価】

（工種別施工費）＝(工事数量)×(単位施工当たり単価)

工種 施工内容 数量 単位 単価 金額

本工事費（道路工）    図面等から算出

　土　工 1,546,500

切　土 ブルドーザ掘削 1,000.0m3 243 243,000 【単位施工当たり単価】
　 バックホウ床掘 300.0m3 174 52,200 　歩　掛 　　単　価

盛　土 ブルドーザ敷均締固 500.0m3 266 133,000 　労 務 費 ‥‥（労務人数）　　　 ×　（労務単価）

埋戻工 100.0m3 1,152 115,200 　材 料 費 ‥‥（資材数量）　　　 ×　（資材単価）

捨　土 バックホウ積込 700.0m3 169 118,300 　機械経費 ‥‥（機械の運転時間） ×　（機械損料）

ダンプトラック運搬 700.0m3 1,264 884,800

　擁壁工 14,925,455

基礎砕石 394.0m2 1,013 399,122 単位施工当たり単価の算出例
型枠 1,116.0m2 5,0885,678,208

コンクリート打設 562.5m3 15,7308,848,125工種；コンクリート工歩掛

　排水工 4,130,496 名称 数量 単位 単価 金額

基礎砕石 192.0m2 1,013 194,496 世話役 0.57人 17,90010,203

Ｕ型側溝工 320.0m 12,3003,936,000特殊作業員 0.79人 15,50012,245

　舗装工 12,303,000普通作業員 1.25人 11,80014,750

下層路盤工 3,000.0m2 878 2,634,000生コンクリート 10.4m3 10,900113,360　 資材単価

上層路盤工 3,000.0m2 753 2,259,000養生工 10m3 414 4,140 コンクリート養生工の歩掛

基層工 3,000.0m2 1,2163,648,000諸雑費 7 % 37,1982,603 名称 数量 単位 単価 金額

表層工 3,000.0m2 1,2543,762,000計(10m3) 157,301 普通作業員 0.3人 11,8003,540労務単価

　防護柵工 1,125,000 1m3当たり単価 15,730 諸雑費 17% 3,540 601

ガードレール工 250.0ｍ 4,5001,125,000 計(10m3） 4,141

　標識工 437,500 工種；舗装工（基層工）歩掛 1m3当たり 414

路側標識工 5.0基 87,500437,500 名称 数量 単位 単価 金額

直接工事費計 34,467,951世話役 0.04人 17,900 716

共通仮設費 13.34% 34,467,9514,598,024特殊作業員 0.13人 15,5002,015

純工事費 39,065,975普通作業員 0.26人 11,8003,068

現場管理費 22.56% 39,065,9758,813,283ｱｽﾌｧﾙﾄ合材 12.57t 8,200103,074

工事原価 47,879,258ｱｽﾌｧﾙﾄ乳剤 43㍑ 59 2,537

一般管理費等 11.85% 47,879,2585,673,692ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ運転 0.04日 92,3803,695 （日当たり）

工事価格 53,552,950ﾏｶﾀﾞﾑﾛｰﾗ運転 0.04日 38,7401,549 名称 数量 単位 単価 金額

（まるめ） 53,552,000ﾀｲﾔﾛｰﾗ運転 0.04日 38,0301,521 運転手 1 人 14,60014,600

消費税相当額 5 % 53,552,0002,677,600砂散布費 9 % 12,5641,130 軽油 65㍑ 98 6,370資材単価

工事費計 56,229,600諸雑費 19% 12,5642,387 機械損料 1.75日 40,80071,400

計(100m2) 121,692 諸雑費 1 式 10

1m2当たり単価 1,216 1日当たり 92,380

      上記各工種毎の費用の合計

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ運転費歩掛

（100㎡当たり）

（100㎡当たり）

労務単価

労務単価

資材単価

機械経費

機械損料

労務単価

 18
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談 合 情 報 対 応 フ ロ ー 図

１ 入札執行前

入 札 談 合 情 報

発 注 者 が 情 報 を 判 断 主 管 課 長 と 協 議

調査に値しない 調 査 に 値 す る

事 情 聴 取

聴 取 内 容 の 判 断

談合の事実が確認されない 談合の事実が確認される

誓 約 書 の 提 出 入 札 中 止

注 意 喚 起

入 札 執 行

見積内訳書の提示・審査
疑義のある場合事情聴取

談合の事実が 談合の事実が
確認されない 確認される

落 札 者 決 定 落札者決定 入 札 無 効

公 正 取 引 委 員 会 へ 通 報

２ 入札執行後

入 札 執 行

入 札 談 合 情 報

発 注 者 が 情 報 を 判 断 主 管 課 長 と 協 議

調査に値しない 調 査 に 値 す る

事 情 聴 取

聴 取 内 容 の 判 断

談合の事実が確認されない 談合の事実が確認される

誓 約 書 の 提 出

契 約 締 結 契 約 締 結 入 札 無 効

公 正 取 引 委 員 会 へ 通 報
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福島県談合情報処理要領

第１ 目的

この要領は、県が発注する工事又は製造の請負契約（工事又は製造に付帯して行われ

る調査、測量及び設計業務委託契約並びに工事用材料の購入契約を含む。以下「工事

等」という。）の競争入札について、入札談合に関する情報があった場合の対応につい

て定める。

第２ 対応方法

１ 情報の確認、調書の作成

(1)発注者が情報を受けた場合

当該工事等を所管する発注者（当該工事等が本庁契約の場合は本庁のグループ参

事、当該工事が公所契約の場合は公所長をいう。以下「発注者」という。）は、当

該情報の提供者の身元、氏名等を確認のうえ、直ちに当該工事等を所管する予算主

管グループ参事（土木部にあっては建設行政グループ参事。以下「主管グループ参

事」という。）及び当該工事等を所管する事業主務グループ参事（以下「主務グル

ープ参事」という。）へ電話等により通報するとともに、速やかに談合情報報告書

（様式第１号）を作成し主務グループ参事を経由して主管グループ参事へ送付する

ものとする。

情報提供者が報道機関である場合には、報道活動に支障のない範囲で情報の出所

を明らかにするよう要請するものとする。

(2)主務グループ参事が情報を受けた場合

主務グループ参事は、当該情報の提供者の身元、氏名等を確認のうえ、直ちに当

該工事等を所管する発注者及び主管グループ参事へ電話等により通報するとともに、

速やかに談合情報報告書を作成し発注者及び主管グループ参事へ送付するものとす

る。

情報提供者が報道機関である場合については、(1)と同様とする。

(3)主管グループ参事が情報を受けた場合

主管グループ参事は、当該情報の提供者の身元、氏名等を確認のうえ、直ちに当

該工事等を所管する発注者及び主務グループ参事へ電話等により通報するとともに、

速やかに談合情報報告書を作成し発注者及び主務グループ参事へ送付するものとす

る。

情報提供者が報道機関である場合については、(1)と同様とする。

２ 通報

主管グループ参事は、第２の１により得た情報を談合情報報告書により建設行政グ

ループ参事へ通報するものとする。

３ 対応の判断基準

発注者は、情報提供者の氏名等が明らかであるか否かにかかわらず、具体的な工事

等名及び落札予定業者名を含む情報で、かつ、次のいずれかの事項を含む場合には、

第３の具体的な対応をするものとする。

(1)設計金額に極めて近い落札予定金額

(2)談合に関与した業者名
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(3)談合が行われた日及び場所並びに談合の方法

(4)その他談合に参加した当事者以外に知り得ない事項

４ 主管グループ参事への協議

発注者は、第２の３により具体的な対応をするかどうか判断するが、判断が困難な

場合に限り主管グループ参事と協議するものとする。

５ 公正取引委員会への通報

(1)第２の３の規準に基づき第３の具体的な対応をすることとした情報（以下「談合

情報」という。）については、第３の手続終了後、公正取引委員会へ通知するもの

とする。

(2)具体的な対応をしない情報についても、公正取引委員会に情報提供するものとす

る。この場合、提供の方法は第３の１の（４）に準じるものとする。

６ 報道機関に対する対応

工事等の競争入札の談合に関する情報について、報道機関から入札執行に対する県

の対応及び入札結果等について説明を求められたときは、原則として発注者又は主管

グループ参事（不在の場合は、主幹・次長等の上席者）がこれに対応するものとする。

第３ 具体的な対応

談合情報については、次のとおり対応するものとする。

１ 競争入札執行前に談合情報を入手した場合

(1)事情聴取

ア 発注者は、談合情報を入手した工事等の競争入札に参加しようとする者全員に

対し事情聴取を行うものとする。

ただし、当該競争入札が一般競争入札である場合にあっては、当該入札に参加

するため入札日に入札会場に参集した者全員を対象とするものとする。

イ 事情聴取は、入札執行前に行うものとする。入札執行前に行うことが困難と認

められるときは、当該入札の開始時刻又は入札日を繰り下げるものとする。

ウ 発注者は、事情聴取を行ったときは、事情聴取書（様式第２号）を作成するも

のとする。

(2)事情聴取の結果、談合の事実があったと認められる場合の対応

発注者は、事情聴取の結果、明らかに談合の事実があったと認められる場合は、

入札心得等の規定により、当該入札の執行を中止する。

(3)事情聴取の結果、談合の事実があったと認められない場合の対応

ア 発注者は、事情聴取の結果、談合の事実があったと認められない場合は、当該

入札に参加しようとする者から誓約書（様式第３号）を提出させるとともに、第

１回目の入札に際し、見積内訳書を提示するよう要請（見積内訳書の提示を求め

ることとしていない入札についても提示を要請するものとする。）し、入札執行

後に明らかに談合の事実があったと認められる時は、入札を無効とする旨の注意

を促した後、当該入札を執行するものとする。

イ 見積内訳書の提示を求めることとしていない入札（指名競争入札及び希望工種

反映型指名競争入札で執行するもの）について見積内訳書の提示を要請する場合

で、当該入札日に提示が困難と認められるときは、当該入札の開始時刻又は入札

日を繰り下げることにより対応するものとする。
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ウ 当該入札の執行に際して、開札後、落札者決定前に積算担当者（当該工事等の

積算内容を把握している職員をいう。以下同じ。）が、提出された見積内訳書に

談合の形跡がないかを入念に審査し、不明な点がある時は、積算担当者を含む複

数の職員が事情聴取をするものとする。

エ 発注者は、見積内訳書を審査した結果、明らかに談合の事実があったと認めら

れる場合には、入札心得等の規定により、当該入札を無効とするものとする。

(4)公正取引委員会への対応状況の通報

ア 発注者は、談合情報についての対応が終了したときは、速やかに次に掲げる書

類を添えて主管グループ参事に公正取引委員会への通知を依頼するものとする。

(ｱ)談合情報報告書の写し

(ｲ)事情聴取書の写し

(ｳ)誓約書又は誓約書を提出できない理由書の写し

(ｴ)入札執行調書の写し

イ 主管グループ参事は、アにより依頼があったときは、談合情報通知書（様式第

４号）にア(ｱ)から(ｴ)の書類を添えて公正取引委員会へ通知をするものとする。

なお、公正取引委員会へ通知後速やかに写しを建設行政グループ参事へ送付す

るものとする。

２ 競争入札執行後に談合情報を入手した場合

(1)契約締結以前の場合

ア 事情聴取

発注者は、談合情報を入手した工事等の競争入札に参加した者全員に対し、速

やかに事情聴取を行い、事情聴取書を作成するものとする。

イ 事情聴取の結果、談合の事実があったと認められる場合の対応

発注者は、事情聴取の結果、明らかに談合の事実があったと認められる場合は、

入札心得等の規定により、当該入札を無効とするものとする。

ウ 事情聴取の結果、談合の事実があったと認められない場合の対応

発注者は、事情聴取の結果、談合の事実があったと認められない場合には、当

該入札に参加した者から誓約書を提出させたうえ、落札者と契約締結するものと

する。

エ 公正取引委員会への対応状況の通報

第３の１の（４）と同様とする。

(2)契約締結後の場合

契約締結後においては、入札結果や契約内容を公表しているため、情報提供者が

当該情報をどの時点で取得したものか判断できないので対応はしないものとする。

第４ 個別手続の手順等

１ 事情聴取の方法

(1)事情聴取は、発注者及び発注者が指名した職員（本庁にあっては担当主幹・主任

主査等、公所にあっては担当部長・グループ課長等）により行うものとする。

(2)事情聴取は、代表者又は権限のある役員（以下「代表者等」という。）に対し行

うものとする。

(3)事情聴取は、事情聴取の対象者を全員集合させ、あらかじめ事情聴取項目を示し

た上、別室で１社ずつ個別に行うものとする。

事情聴取項目は、概ね次のとおりとする。
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ア 工事の入札に先立ち、落札業者が決定している事実があるか否か。

イ 本件工事について、他の業者のものと何らかの打合せ又は話合いをした事実が

あるか否か。

ウ 他の業者のものと何らかの打合せ又は話合いをした事実がある場合、その内容。

２ 誓約書の提出

(1)第３の１の（３）アによる誓約書の取り扱いについて、事情聴取時に別記１の注

意事項を読み上げ、入札予定者に対し説明するものとする。

(2)誓約書は、当該対象者から自主的に提出させるものとし、誓約書を提出しない場

合は、誓約書に代えて誓約書を提出できない理由書（様式任意）を提出させるもの

とする。

３ 注意喚起

第３の１の（３）アにより入札を無効とする旨の注意を促す場合は、別記２の注意

事項を読み上げるものとする。

４ 見積内訳書の審査等

(1)見積内訳書は、第１回目の入札書の提出と同時に提示させるものとする。

(2)見積内訳書は、開札後、落札者決定前に確認するものとする。

(3)再度入札を行う場合は、見積内訳書確認後、談合の事実があったと認められない

ことを確認した後に行うものとする。

(4)見積内訳書の確認は、談合の事実の有無を確認するためのものであり、見積内容

を確認することに主目的があるわけではないため、同一筆跡、同一内容の見積内訳

書、細目の工事種別が同一等の確認することで足りるものとする。

５ 談合情報が入札日当日に寄せられた場合の対応

談合情報が入札日当日に寄せられた場合の対応は、第３の１を基本とするが、入札

日当日に事情聴取を行い入札を執行する場合の取扱いは、次のとおりとする。

(1)事情聴取の対象者は第４の１の(2)のとおりであるが、入札日当日代表者でなく

委任状を持参した代理人が参加している場合は、代表者等を来所させ、事情聴取を

行うものとする。

(2)代表者等を来所させる時間的余裕がない場合、あるいは不在等により来所できな

い場合は、代理人に対し事情聴取を行うことができる。この場合、代理人に対して

質問項目を伝え、代表者等に電話で確認させた上、事情聴取書の聴取内容欄に聴取

結果を記載するとともに、代理人が確認した相手方の役職及び氏名を付記しておく

ものとする。

(3)事情聴取後、談合の事実が認められなかった場合、誓約書を提出させた後、入札

を執行することとなるが、代理人から事情聴取をした場合は、その場で誓約書を提

出させることを説明し、代表者印を押した誓約書をファックスで送付させるか、そ

れができない場合は、代表者等に承諾の上、代理人の記名、押印した誓約書（確認

した相手方を付記）を提出させて入札を執行するものとする。この場合、誓約書の

原本を後日提出させるものとする。

６ その他

この要領に定めるもののほか、談合情報の対応に関し必要な事項は、別に定める。
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附 則

この要領は、平成１３年１１月１日から施行する。

附 則

この要領は、平成１５年４月１日から施行する。

別記１（第３の１の(3)、第４の２の(1)関係）

注意事項

事情聴取終了後、談合の事実があったと認められない場合は入札を執行しますが、

入札執行前に誓約書を提出していただくことになります。

提出された誓約書等の写しは、公正取引委員会に送付することとなります。

なお、誓約書の提出は任意でありますので、提出しない場合は、誓約書に代えて

「誓約書を提出できない理由書」（様式任意）を提出してください。

別記２（第３の１の(3)、第４の３関係）

注意事項

本件入札について談合があったとの通報があり、事情聴取を実施した結果、談合の

事実があったと認められなかったため、これから入札を執行します。

入札にあたっては、福島県○○○入札心得を遵守し、厳正に入札してください。

入札書の提出と併せて見積内訳書を提示してください。

開札後、見積内訳書を確認した結果、明らかに談合の事実があったと認められた場

合は、同心得の規定により本件入札は、無効とします。
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福島県建設工事に係る共同企業体取扱要綱（抜粋）
～特定建設工事共同企業体（ＪＶ）～ （平成２年３月１日制定）

（定義）

特定建設工事共同企業体は、大規模かつ技術的難度の高い工事に際して、技術力等

を集結することにより工事の安定的施工を確保することを目的とし結成される企業体

をいう。

（要綱第２条）

（対象工事）

特定建設工事共同企業体により施工することができる工事は、次の各号に掲げる工

事種別毎にそれぞれ当該各号に定める設計金額以上のものとする。

（１）一般土木工事 ８億円

（２）建築工事 ８億円

（３）電気設備工事、暖冷房衛生設備工事 ４億円

（４）その他工事 ４億円

（５）前各号に掲げるもののほか、設計金額が同各号に定める額の概ね８０％以上

で、かつ、特殊な技術等を要する工事であって確実かつ円滑な施工を確保す

るための技術力等を特に集結する必要があると認められる工事については、

対象工事とすることができる。

（要綱第４条）

（構成員の数）

特定建設工事共同企業体の構成員の数は、原則として２社又は３社とする。

（要綱第５条）

（構成員の組み合わせ）

原則として県内に主たる営業所を有する者１社以上とする。

ただし、工事種別により、県内に主たる営業所を有する者を一定数確保できないこ

とが明らかな場合には、この限りではない。

（要綱第７条）

（代表者）

特定建設工事共同企業体の代表者は、構成員のうち中心的役割を担う者で施工能力

の大きい者とする。

（要綱第８条）

（出資割合）

代表者の出資割合は、構成員のうち最大であるものとする。

また、特定建設工事共同企業体の構成員のうち最小の出資者の出資割合は、次に掲

げる共同企業体の構成員数に応じ、それぞれに定める割合以上であるものとする。

（１）２社 ３０パーセント

（２）３社 ２０パーセント

（要綱第９条）




